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抄録 
 

 災害発生後の避難所等で被災避難者に対して適切な運動を提供することはエコノミーク

ラス症候群や生活不活発病などの二次障害を予防するうえで重要である。先行調査による

と健康運動指導士による外部からの支援活動は必ずしも円滑に進むとは限らない。地域ボ

ランティアである運動普及推進員を活用することが必要になる。本研究では、運動普及推進

員が直面する課題を明らかにし、解決・改善方策を提示した。 
宮城県栗原市は 2008 年に岩手・宮城内陸地震、2011 年に東日本大震災と二つの大きな

災害に相次いで見舞われた。その際に直面した活動の課題について、栗原市の運動普及推進
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I はじめに 

災害発生後の避難所等で被災避難者に

対して適切な運動プログラムを提供する

ことは、エコノミークラス症候群や生活

不活発病の二次障害を予防するうえで極

めて有益な活動である 1）。 

ところが、2011 年度の健康・体力づく

り事業財団の調査によると、東日本大震

災後、運動支援や指導をしたという運動

指導者は 0.95％に留まっていた。活動で

きなかった理由としては「仕事があった

ため」71.7％、「自分や家族が行ける状態

ではなかった」27.2％、「経済的負担が過

重であった」19.1％となっている 2)。つ

まり健康運動指導士による支援活動は必

ずしも円滑に進むとは限らない。そこで

健康運動指導士に加えて地域における住

民ボランティアである運動普及推進員を

活用する事が重要となる。 

宮城県栗原市は平成 20（2008）年「岩

手・宮城内陸地震」、平成 23（2011）年

「東日本大震災」を経験した。「岩手・

宮城内陸地震（M7.2）」では、死者 9名、

負傷者 182 名、損壊した家屋 269 棟で、

道路が寸断された結果、孤立した地区に

対して避難所が設けられた。「東日本大

震災（M9.0）」では地震本体による被害

は「岩手・宮城内陸地震」に比べ少なか

ったことから津波で破滅的打撃を受けた

沿岸部の自治体の被災者を受け入れるた

めの避難所を開設して支援にあたった。 

栗原市の報告書によると「岩手・宮城

内陸地震」の際に受けた多大な支援への

恩返しのため、関係機関の協力のもと「栗

原市被災地支援プロジェクト」を立ち上

げ全面的な支援活動を行った 3)。支援の

対象者は、前者は栗原市民で、後者はＭ

町の住民である。 

栗原市の運動普及推進員（栗原市健康

づくり運動推進サポーター：以下「サポ

ーター」とする）は 2つの災害において

支援の一翼を担った。2 年 9 ヶ月という

短期間で性質の違う 2つの支援を行った

実績は貴重である。 

 本研究は、このような支援を体験した

サポーターの日常的な活動と災害時の活

動を調査し 2つの活動の関係を考察した。

日常活動を災害支援に活かすにはいくつ

かの課題がある。課題を洗い出し、今後

の災害時運動支援の方策を検討した。 

 

Ⅱ 方法 

1 対象者及び調査方法 

平成 27 年度にサポーターとして登録

した 217 名に研究の目的、内容を記載し

た手紙を送付し調査への協力を依頼した。

138 名（64％）から協力同意が得られた。

この 138 名に対し自記式の「災害時にお

ける運動普及推進員の活用と課題に関す

るアンケート調査票」を郵送し、125 名

(91％)から返送による回答を得た。最終

回答率は 58％（125/217）であった。調

査票は報告書の後ろに添付する（付 1）。 

さらに災害時の活動を詳細に知るため

に非構造化インタビューを行った 4)。イ

ンタビューの対象者は、「アンケート調査」

で得られた情報をもとに選定した。具体

的には災害時にサポーターとして活動し

た人 17 名、また当時はサポーターではな

く食生活改善推進員や保健推進員その他

ボランティアとして活動した人 11 名で

合計 28 名である。 

このうち 26 名には集団でのインタビ

ューを行った。対象者にはインタビュー

の前に調査研究の目的、内容、IC レコー

ダーによる記録について説明し、同意を

得た。インタビューは、全員が大きなテ

ーブルについて座り、進行役は本研究の

代表者が務めた。その際、行政職員の保

健師も同席し所要時間は 2時間程度であ

った。 

集団でのインタビューに欠席した 2名

には個別に研究代表者がインタビューし

た。所要時間は概ね一人平均 30 分程度で

あった。 
災害時の活動であるため活動内容を予

測することが難しく特定の質問項目は設

けなかった。回答者には特に制限を設けず

活動体験と感想を自由に話してもらった。 
 

2 分析方法 

質問紙調査より対象者の属性、サポー

ターとしての活動状況について集計した。 

質問紙の自由記述とインタビューの分

析は、類似のデータを集約しカテゴリー

を作成した。 

データの解釈が妥当であるかについて

研究に直接係っていない行政及び調査機

関の保健師、栄養士に確認を求めた。 

 

3 倫理的配慮 

本研究は対象者に対して調査の主旨、

自由意思による参加と撤回、結果の公表

や個人情報の保護等について書面、口頭

の両方で説明し、承諾を得た。 

 

Ⅲ 結果と考察 

質問紙の解析結果については図 1から

図 15 に示す。 

1 サポーター活動の現状 

1） サポーターの基本的属性 

回答者は女性 125 名。年齢の分布は 

図 1 に示す。平均年齢は 65.6（±5.1）

歳であった。居住地区、養成年度を図 2、

図 3に示す。養成講座を受けたきっかけ

については図 4に示す。自らの健康意識

が高いということが回答から読み取れる。

現在、市や行政区からの事業協力の要請

を受けて活動している者は 115 名（92％）

である（図 5）。 
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図 1 サポーターの年齢分布 

図 2 サポーターの居住地区 

図 3 サポーター養成講座受講年度 
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2） サポーター活動の満足度 

「サポーターとして活動して良かった

ことはありますか」との質問に「はい」

と答えた者は 117 名（94％）（図 6）、「現

在の活動に満足している」、「まあまあ満

足している」と答えた者は 99 名（79%）

である（図 7）。 

自由記述として挙げられた理由は「自

分のためになった」、「地域との交流がで

きた」、「仲間づくりができた」、「喜び、

楽しみ、やりがい」などであった。 

「活動をして困ったことはありますか」

との質問に「はい」と答えた者は 79 名

（63％）（図 8）で、自由記述として挙げ

られた理由を分類すると「人前でお話す

るのが苦手だ」、「指導をする際の伝え方

がわからない」、「運動の内容が覚えられ

ない」に集約された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3）運動技術 

「運動について知識や技術を身につけ

ていますか」という質問では「はい」と

答えた者は 55 名（44％）「いいえ」が 62

名（50％）、未回答8名（6％）である（図9）。 

「エコノミークラス症候群について十

分な知識を身につけていますか」との質

問に「はい」と答えた者は 49 名（39％）、

「いいえ」が 71 名（57％）、未回答 5名

（4％）である（図 10）。 

「サポーターとして勉強したいことが
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よかったと思う割合 
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図 8 サポーターとして活動して 
困ったことがあるかどうか 

ありますか」という質問では｢はい｣と答

えた者は 84 名（67％）、「いいえ」29 名

（23％）、未回答 12 名（10％）である（図

11）。サポーターとしての勉強意欲の高さ

を感じる。 

勉強したい内容について自由記述では

一般的な指導方法として「高齢者への指

導方法」や「わかりやすく説明をする方

法」など、個別領域の指導方法として「ス

トレッチ、リズム体操、手遊び、筋力ト

レーニングなどの種目別指導法」、「膝、

腰、肩の痛みを予防する体操」など、い

ずれも現場ですぐに役に立つものが求め

られていた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4）連携体制 

「市との連絡体制が整っていると思い

ますか」との質問に「はい」と答えた者

は 109 名（87％）、｢いいえ｣8 名（6％）、

未回答 8名（6％）である（図 12）。 

「地区ごとの連絡体制や連携が取れて

いますか」との質問には「はい」と答え

た者が 102 名（82％）、｢いいえ｣が 18 名

（14％）、未回答が 5 名（4％）（図 13）

で、平常時からの連携体制が整っている

のがわかる。 

連携の具体例は、地区ごとに毎月 1～4

回の練習会（練習会とは自主勉強会であ

る）を設けていることと、年間 4～6回の

合同研修会や地区サポーターの代表者を

集めての連絡会も定期的に行っているこ

とが挙げられる。 

また栗原市の保健師、栄養士は地区の

練習日に出向いてサポーターの声を聞き、

関係性を築き活動の報告を受けている。

課題があれば解決策を一緒に考えて行く

体制を整えている。連携について、イン

タビュー調査の際に保健師は「住民には

田舎だから助け合うのがあたりまえとい

う意識がある」と表現した。 
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ことはあるか 
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2 災害時の活動状況 

平成 20（2008）年の「岩手・宮城内陸

地震」の際、支援活動を行った者は 10

名（5％）である。当該サポーターの被災

状況は、自宅が一部損壊した者 9名、被

災なし 1名であった。 

平成 23（2011）年の「東日本大震災」

の際、支援活動を行った者は 14 名（11％）

である。当該サポーターの被災状況は自

宅の半壊 1名、一部損壊 10 名、被災なし

3 名だった。両方の災害支援にあたった

者は７名（11％）であった（図 14）。サ

ポーターの多くは被災しているにも関わ

らず支援活動を行っていた。 

支援活動を行ったサポーターはインタ

ビューの中で当時の気持ちについて、「困

っている時はお互い様」、「困っている方

に何か手伝いたいと思った」などと語っ

た。共助の気持ちが強かったようである。   

サポーターとして活動した内容は 2つ 

の災害で異なっていた。「岩手・宮城内陸

地震」の際、避難所は夜間寝るために利

用する人が多く、日中の利用は少数であ

った。その中でも日中の滞在者が多い避

難所ではサポーターが活動し、滞在者が

少ない避難所では支援を早期に終了した。 

運動支援ばかりではなく、災害直後に

は避難所になった集会所において片づけ

や物資の仕分けを担った。運動支援以外

の領域で貢献したことになる。集会所が

食器や家具が散乱し、支援物資が届いて

もそれを置く場所もない、運動するスペ

ースがないという状況であったため、サ

ポーターは避難所の環境を整備すること

を優先した結果である。 

「東日本大震災」では、Ｍ町の被災者

に運動支援を行った。災害直後であり当

時の記録が整理されていないため、関係

者の記憶をもとに活動を再現すると避難

所における運動指導は概ね次のように行

われた。 

・6 か所の避難所を調査機関の健康運動

指導士と 2名のサポーターで 5月上旬

から週に 1回、約 30 分程度のストレッ

チや筋力トレーニングを行った。 

・決まった運動プログラム以外にも、季

節の花を見たり山菜を取りに行くなど

一緒に行動し、ストレス後に生活感、

季節感を取り戻すことを含めた身体活

動支援を行った。 

・8月からは、サポーター単独での活動 

 となり、9 月末に避難所が閉鎖され活

動を終了した。  

震災時に運動支援を行ったサポーター

14 名は「避難所で活動した時に困ったこ

とや問題点がありましたか」との質問（複

はい

87％

いいえ

6％

未回答

6％

はい

82％

いいえ

14％

未回答
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図 12  市との連絡体制が整っていると 
思う人の割合 
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図 13 地区ごとの連絡体制や連携が 
取れているか 

数回答可）に対し、「被災者にどのように

接すればいいか困った」8名（57％）、「ど

のような人がいるかどうかわからず不安

だった」7 名（50％）、「エコノミークラ

ス症候群についての知識が不足していた」

6 名（43％）、「何をすればいいかわから

なかった」4名（29％）である（図 15）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3 災害支援活動における課題 

サポーターが日常感じている課題は、

「高齢者への指導方法」や「わかりやす

く説明をする方法」など一般的な指導方

法に関すること、「ストレッチ、リズム体

操、手遊び、筋力トレーニングなどの種

目別指導法」、「膝、腰、肩の痛みを予防

する体操」など個別領域の指導方法に関

することであった。 

災害時には被災者という状況がつかめ

ないため「どのように接すればいいか」、

「どのような人がいるかわからず不安だ

った」という一般的な戸惑いと、災害時

特有のエコノミークラス症候群と生活不

活発病についての知識の不足が強く自覚

されていた。 

さらにインタビューの中で次のような

ことが語られた。 

・震災直後は、運動支援よりも話し相手

になる時間が多かった。 

・避難所は運動する場所がさまざまであ

るため立位、椅子、座位などそれぞれ

で行う運動を提供する際に戸惑った。 

上記の課題をガイドラインに反映させ

る必要があると考えた。 

 

4 課題解決のためのガイドライン 

3 で示された課題を踏まえ、ガイドラ

インを作成した。ガイドラインは、サポ

ーターが携帯し、災害時のみならず平常

時も活用できるようなものとし次の点を

考慮した。 

・人前で話す苦手意識を克服するため、

事前準備の方法を提示した。 

・支援時の不安を解消するため支援プロ

グラムの流れを例示した。 

・支援場所の環境、参加被災者の体力を

考慮して支援するための「立って行う」、

「椅子に座って行う」、「畳の上に座っ

て行う」3 通りの運動のパターンを提

示した。 

・災害時における運動支援以外のサポー

ターの支援活動を提示した。 

・ガイドラインを見ながらでも指導でき

るように文字の大きさに配慮した。 
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図 14 「岩手・宮城内陸地震、東日本大震災 

の時、運動サポーターとして避難 

所での支援を行った人」の割合 

 

図 15 避難所で活動した時の困った 
ことや問題点（複数回答可） 
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・動作をわかりやすくするよう写真を多

用した。 

・ガイドラインの大きさは持ち運びやす

さに配慮した。 

作成は調査機関の健康運動指導士が行

い、上記の考慮点を反映させるため約 10

名のサポーターから助言を得た。ガイド

ラインは報告書の後ろに添付する（付 2）。 

 

Ⅳ 結語 

本研究において、サポーターの日常活

動体験と災害時の活動体験をまとめ、課

題を抽出し解決するためのガイドライン

を作成した。 

サポーターは日常活動として、自主的

な勉強会を行い、地区の健康教室などで

の運動支援等、活発な活動を行っている。

しかしサポーターは運動の有資格者では

ない事から、人前での指導、実際の支援

の内容について不安を抱えていた。災害

時という特殊な状況においてその不安は

さらに大きくなった。そのような状況で

あってもサポーターは地域の住民として

の立場も生かしストレス後の被災者に寄

り添っていた。 

サポーターの不安を解消するために、

ガイドラインには、「人前で話す苦手意識

を克服するための方法」や「運動指導の

説明の仕方」、「災害時におけるサポータ

ーの支援活動」などを盛り込んで、現場

ですぐ使える内容にした。 

筆者らは健康運動指導士としての活動

を通して、地域の健康づくりを支えるに

は行政の公的な力や専門職だけでは充分

ではないと感じている 5)6)。運動器の障害

や虚弱により閉じこもりがちになる高齢

者は被災避難者と同じような健康問題を

抱え 1）、その対策は急務である。地域に

密着した形で活動するサポーターは、災

害時に限らず平常時においても行政との

連携や住民同士の連携といったネットワ

ークを活用し健康運動指導士や保健師の

活動を補完することが可能となる。 
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１．実践研究 

 

 

子どもを取り巻く運動環境の重要性と運動教室のあり方 
 

 
桶野 留美* 
山本 裕二*  

 
抄録 

 
 

 子どもの体力低下が問題となっているが，遊びや生活の変化によって身体を動かす機

会の減少が原因だと考えられている．そこで，地域で実施している幼児・児童運動教室

が子どもの体力低下に歯止めをかけるのではないだろうかと考え，運動教室が子どもの

体力向上にどのような変化を及ぼすか，さらに心理面や親子関係にどのような影響を与

えるかを検討した．幼児運動教室に通う3歳から5歳までの15名と児童運動教室に通う6
歳から12歳の18名を対象に，走・跳・投を観点とした体力測定，運動に対する好嫌の

調査，親の運動教室への期待，親との交換ノートから，子どもの運動実態や体力，心身

の変化の様子を捉えることとした．教室開始時には，運動が好きな子どもは31名中7名
であり，自らの身体を自分の思うように動かせない子どももいた．そこで本研究では，

子どもの運動発達と心理発達に合わせて，基本動作の獲得から他者と道具を使って身体

を動かすことへと運動プログラムの内容を修正すると同時に，親との関わり方を変更す

る運動プログラムを，幼児，児童とも43回実施した．その結果，子どもの身体面におい

ては基本動作が向上，幼児においては親の教室参加により親子での運動機会が増え，児

童においては親から解放することで子ども自身が他者や道具との関わりに関心を持つ

ようになった．また，運動を通して様々な経験をすることによって心理面において成長

したと考えられる．  
 
 
 

キーワード：運動教室，基本動作，他者・道具，親子， 
* 名古屋大学  
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